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4.ア ソ ケ ー ト調 査 に よ る 実 態

ア ソ ケ ー ト調査 の結果を紹 介 し,そ の分 析 を してみ よ う。 だ が つ ぎに述べ

る ように,い ろい ろ な原 因か らア ソケ ー トの回収 率はきわめ て低か った。 し

たが って ここで成年 養子 の実態 について一定 の仮説 を設定す る とい うことは

あ ま りに も無謀 なことで あるが,と もか く本 調 査 を有効 適切 に お こな うため

の準備作業 としての意味はあ ると思われ るので,以 下 に 回収 した 回 答 を検 討

し よ う。

1.回 収 した 件 数

われ われ は 縁組 届 の 調 査か ら知 ることの で きた 全成年 養子 縁組数,つ ま

り306件 につ い て,養 親 と養 子 の双 方 にそ れ ぞれ 前 述の よ うな アソケー トを

郵送 してそ の回答 を求めた ところ,養 親 か ら65件,養 子 か ら70件 の 回答 が あ

った 。 この 数 は,養 親 につ い ては21.2%,養 子 につ い ては22.2%と きわ め て

低 い 回収 率 を 示 して い る。 しか も回収 され た もののなかには,記 載 者 が 明 ら

か に被 調 査 者 で ない 場合や,被 調 査 者 が 記載 して い て も縁 組 の相手方 とされ
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ている者が被調査者 となっていない場合が相当数にのぼ り,こ れ らを差引 く

とその数は養親61件,養 子60件 とさらに少な くなる。このような回収率の低

い原因についてはいろいろ指摘 しうるが(た とえぽ,ア ソケー トの郵送時期

が縁組届出時か ら1年 もしくは2年 経過 していること,ア ソケー トの記載事

項やその配列についての配慮が不足 していたことなど),要 するに以下の論

述が このようなきわめて少ない回答に もとついていることを最初に ことわ っ

ておがなけれぽな らない。

2・ 養親か らの回答の整理 と分析

まず,養 親か らの回答の うち使用可能なもの61件 について,養 子縁組に影

響をお よぼしたと推測される事項を概観 し,つ ぎにこれ らの事項 と養親が直

接養子を とった動機 として 指摘 してきた ものとの 関連を分析す る ことにす

る。 ところで,現 実の養子縁組はほとんど無限 といっていいほ どの諸要因が

か らみ合って成立 しているのであろ うが,わ れわれは,そ のなかか ら特殊的

偶然的要因をのぞき,一 般的ティピカルなものを検討す るために,そ の対象

を一応,年 令,性 別,縁 組の単独 と共同の別,職 業および教育の程度 とい う

諸事項に限定 した。 このほか実子の有無をも調査すべきであったが,今 回の'

調査事項か らはもれて しまった。

(1)養 親の年令 ・性別および縁組の形成 養親の年令が養子を必要とす

るひ とつの条件を示 していると考え られ ることは前に述べた通 りである(本

誌前号93頁 参照)。 また養親の性別や これと関連 して養親に配偶者があるか

どうか も,た とえば農業などでは夫にさきに死なれた妻が(そ の逆の場合の

同年令の夫以上に)働 き手を求めるとい う形で,養 子をとる動機を構成す る

ことになろ う。このような角度か ら三つの事項を関連させたのが第12表 であ

る(な お年令は縁組届出当時の満年令による)。 この表をみると,養 親の年

令が40才 か ら69才 までの間にほとんど集中してお り,ま た配偶者あ る者の縁

組が32件 と全体の約52%o,配 偶者がない場合については養母が養父よりもは

るかに多 く,縁 組全体の38%を 占めていることがわかる。そ してこれ らのこ
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第12表 養親の年令の性別
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註 。養父母の場合は養父の年令

とは,さ きに縁組届か らみた実態で指摘 した こととほぼ一致してい る(本 誌

前号88,89,93頁 参照)。

(2)養 親の職業 アソケー トの職業欄には,農 業 ・工業 ・商業 ・鉱業 ・

漁業 ・公務員 ・自由業および無職 と掲げ,農 業か ら漁業 までは経営老 と従業

員を区別 し,該 当項 目を○印で囲めば よいようにしておいた。そのほか生活

程度をみ るために,農 業では耕作面積 ・主要作物,農 業以外で月収 もしくは

年収を調査 したが,金 銭上のことは他人に知 られた くない とい う微妙な人情

か らか明確に回答 していないものが多 く,ま た記載 してあっても同様の理由

か ら信頼性が薄 く,た とえそれを信頼す るとしても,養 家が広汎な地域に散

在 しているためその家の生活程度を決定す るその地域の平均的生活程度を調

べ ることがきわめて困難であったので,こ こでは生活程度の問題を一応取 り

あげないことにする。なお養家の資産状態 も,後 述の養子をとった動機,と

くに 「財産をゆず りたい」 とか 「家を絶や した くない」 とい う動機を形成す

る上で重要な調査事項であろ うが,予 備調査では調査項 目に掲げなかった。

第13表 は養父(夫 婦養親の場合 もこれに含める)と 養母の職業を示 した もの

である。
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第13表 養 親 の 職 業

1♂ 親
＼
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この表か ら第1に 注 目され る こ とは,農 業 と商 業 が 圧 倒 的 に 多 い こ とで み

る。農業 だけで全体の23.9%,商 業 とあ わせ る と じつ に41%に 達す る。 これ

は成 年 養 子制 度 の機 能を 明 らかにす るために重要な ことが らであ ろ う。 この

こととも関連 してい る と思われ るが,第2に,一 般 に経 営 者 の多 い こ とも注

目 して よい。 農 ・工 ・商 ・漁で 養親が経営者であ る場 合は,全 縁組 の44・3%

とほ ぼ 半分 で あ る。 これ らの 農 漁業 や 中小商工業 はいわ ぽ 「家業的な もの」

といえ るわ けだか ら,う え の事 実 は,成 年 者 の 養子 縁組 が この よ うな 家業 と

密接 に結 びつ いてい る ことを推測せ しめ る。第3に は,養 母 単 独 養 親 に つ い ・

て 無職 者 が 非 常に多い ことで あ る。 これが何を意 味す るか明 らかで ないが,,
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おそ らく,一 般的に女性が安定 した職業をもつ ことの困難さとともに,夫 に

死なれ老令に達 した女性に とっては老後の面倒をみて くれ る人の必要性が と

くに大きい,と いえるだろ う。ちなみに,12人 の無職の養母中7人 は縁組届

出当時満60才 を こえていた。

(3)養 親の教育程度 これは職業 とも関連 して人の生活態度や意識面で

の合理性の強弱を規定す る要因 と思われる。つまり教育程度が高けれぽ高い

ほ どより合理的な生活を求め,よ り合理的な意識をもつ ことになろう。これ

を最終学校であ らわ したのが第14表 である(夫 婦養親の場合は養父のみ)。

第14表 養親の教育程度

撫 一義型 養父

未 就 学

小 学 校

中 学 校

高 等 学 校

大学(短 大 。旧専)

不 明

十彗ロ

養 母

。11

22巨2

7

4

2

3

3

0

2

5

十二ごロ

1

34

38

10

4

4

8

23i61

この表か らみ る と,小 学校 しかで て い ない 養親 が34人 と全 体 の55.8%を し

め て い るけ れ ど も,こ れ だ け で,教 育 程度 の低 い もの ほ ど成 年 養 子にたいす

る需 要が大 きい とい うことはで きない。 この数字には多分 に調 査地域の特殊

性が反 映 してい るもの と思わ れ る。た とえぽ法務 省第1回 調 査 で は,前 述 の

ご と く東 京 お よびそ の周 辺都 市を対象 としまた未成年 養子を含めてい るが,

養 父453人 中118人(26%)が 小 学校 出,169人(37.3%)が 中 学校 出 とな っ

てい る。 な おわ れ われの調査 の小学 出34人 につ い て職 業 別 に主 な る もの をあ

げ てみ ると農業11人,無 職8人,商 業5人 とな る。
/
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(4)養 親の縁組動機 これについての調査が,成 年養子の実態研究のな

かで もっとも重要な地位を しめることはい うまで もない。前述の職業や教育

程度は,養 親が縁組理由として指摘 しているものの基礎にあって,そ の内容

を明確にす るのに役立つ。以下では,主 として養親が縁組理由としていると

ころを紹介 し,こ れを若干分析してみよう。

われわれは養親宛のアソケー トには,第15表 に別記 した ような項 目を記載

し,該 当す るものをひ とつに限 らず○印で囲む ように求めた。その回答を養

男(夫 婦養子を含む)を とった場合 と養女をとった場合に分けて整理 したの

が第15表 である(複 数の動機を回答してきたものが相当あるので,合 計は61

よ りはるかに多い。百分比は縁組全体,つ まり61件 に対す るもの)。 もっと

も養親が この回答を したのは現実の縁組があってか ら相当の年月が経過 した

第15表 養 子 を す る 動 機

ミ嘆諦
男

A.子 供が ない(又 は少 ない)か ら 17

B.女 の子ばか りで 男の子が ないか ら

C.娘 に ム コを とるため

D.老 後 の世 話 を して もらいたいか ら

E.家 業をつがせ たt'

」F
.財 産 をゆず りたい

G.家 を絶 や した くないか ら

H・ 蕪 幾 慧 育て成年になDtgの で

1.働 き手 が ない(又 は少 ない)か ら

J.配 偶者 の子だか ら

K.そ の 他

11

14

14

8

6

ユ7

3

7

4

3

女

10

0

0

6

0

1

4

4

1

5

2

計(%)

27(44,3)

ll(18.0)

ユ4(22.9)

20(32。8)

8(13.1)

7(11.5)

21(34.4)

7(11.5)

8(13.1)

9(14.8)

5(8.2)
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の ちであ るか ら,こ の 回答 に あ らわ れ てい る もの は必ず しも縁組当時の動機

と一 致 してい ない こともあろ う。 まず この点で の制 約があ る ことに注 意す る

必 要があ る。

この表で 目立 った特徴のみ を指摘 してみ る と,ま ず 動 機Aの 「子供 が な い

(叉 は 少 ない)か ら」 とい うのが44.3%と 非 常 に多 く,そ の ほ か 「D.老 後

の 世 話 を して も らい た い か ら」 とか 「G.家 を 絶や した くない か ら」 が,か

な りの 数 に のぼ って い る。 こ とに動機Gは 「家 の ため の 養子 」 の典 型 をなす
む

ものであ るが,こ れ が 多 い こ とは 成年 養 子 の は た してい る機能 を示唆す るも

の であろ う。 また 明確 に婿養子 としてい るものが22.9%,労 働 力 補 充 の意 図

を 明言 して い る ものが13.1%,「 家 業 をつ がせ た い」 とい うのが すべ て男を

養子 に した場合で あ ること,な どが注 目され る。 な お 「K・ そ の他 」 と して

'記載 して きた もの の な か には
,不 幸 つ づ きの男 が 姓 名判 断 の 結果姓が よ くな

い とわか り,気 の 毒 なので 養 子 に した とか,長 男死 亡後 そ の嫁 が再 婚 した 相

手 を本人 の希望で養子に した とか,父 の 籍 に入 って いた娘 を 父死 亡 後母の籍

1に入 れ るため(氏 の変 更),と い うもの があ った 。

と ころで,縁 組 の動 機 を さ らに深 く検 討 してゆ くに先立 って,わ れ わ れ が

掲 げ た項 目をす こ し整 理 してお く必要が あ る。 とい うのは第15表 の11の 項 目

は,従 来 の 他 の調 査で 用 い られ た ものか ら純 粋に未成年養子 のみを対象 とし

てい る項 目をのぞ き,そ こへ成 年 養子 をす るた め の動 機 と推 測 され るもの幾

つ かを新たに加えて作成 した もので あ り,し た が ってそ の なか に は 本 来対 等

'にあつ か えな い項 目も他 の項 目 と同等にな らべ られ てい るか らで あ る
。そ こ

'で動 機Kを の ぞ い て10項 目を 眺 め てみ る と
,ま ず 第1に,動 機A,Bは 「子

が な い」 とか 「男 の 子 が な い」 とい う事実 に関す ることが らで あ り,こ れ だ

け で は 養 子 縁組 をす る直接 の動機 とはいえない。つ ま りこれ らの項 目はた と

えぽ 「子が ないため」 「×」 なので養子を とった,と い う形 に な って は じめ

て 意 味 を もつ。そ して この ×には 「さび しい」 とい う情緒的動機か ら 「家が

絶 えて しま う」 とい う家的動機 まで色 々な ものが入 りうるので あ る。そ うし
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てみると,動 機Aも しくはBの みを指摘 してきた場合に も他の動機が存在 し

うることを注意 してかか らねぽならない。 もちろんBの 方が幾 らか限定され

るのは当然だが。ちなみにAの みを回答 してきたものが9件,Aと 同時に他

の動機をもあげてきたものが18件 であった。第2に,動 機C,つ まり婿養子

は多 くの場合Bの 事実を前提 しているだろうが,必 らず しもBの 場合に限 ら

れない。そ して また,婿 養子 とい うだけでもある程度 この種の養子の性格を

特徴づけるが,そ れだけでは完全でない。婿養子 とす る場合には,多 く娘 と
の

の結婚のほかに 「何か」を期待 しているはずであ り,そ の 「何か」はD以 下

の動機であろ うと推測 しうる。C14件(全 体の22.9%,な お本誌前号90頁 参

照)の うち,Bと 結合 しているもの5件,Cの みが2件,D以 下 と重なっ

ているものが9件(Bと も結合 しているものを含めて)で あった。第3に,

動機Hも きわめて特殊的である。これは,未 成年者をある動機,た とえぽ実

子がないのでさび しいとか,貧 しい子供の救済のため とか,家 庭裁判所で縁

組の許可をえられないような専 ら 「親のため」あるいは 「家のため」の動機

か ら,す でに収 養していて子が成年 に達 したので縁組の届出を した,と い う

場合である。 したがって縁組の動機面で重要なのは,さ いしよに未成年者を

収養 したときのそれであろ う。縁組届はたんに既生事実を法律化す る手続 ぎ

にす ぎない。第4に,Jの 「配偶者の子だか ら」養子にした とい うものも,

Cの 婿養子 と同様な性格を有す る。すなわ ち,こ れだけでは親子関係を設定

す る動機 とはな りえず,そ の うらにはさらに他の目的があって,そ の 目的を

達するために身近かにいる配偶者の子とか娘の夫を養子にす るのであろ う。

このように考えて くると,ABは 縁組動機の基礎にある事実 として,Hは

単純な法的手続の問題 として,ま たCJは 一定 目的を達成す るための手段た

る意味において,成 年養子の真の 目的を考察す るさいには これを一応除外 し

てお く方が便利である。そ こでつぎに残つたD,E,F,G,1の 動機に

ついてアンケー トの回答を検討 してみよう。

まず回答数61件 のなかで これ らの動機のいずれかひとつを含んでいるもの
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が36件 で,こ れ は 全 体 の59%に 達す る。す なわ ち6割 の養 親 が これ ち の うち

の ひ とつ を養子 を とった理 由 として明示 して きてい ることに注 目しなけれぽ

な らない。つ ぎに5つ の項 目の 回 答 数 は 第15表 の とお りで あ るが,そ れ ぞ れ

に つ い て他 の動 機 との重 な り具合を5つ の グル ー プに分 け て 考察 してみ るこ

とにす る。

第1グ ル ー プは 家業 継承 的 動 機 で あ る。つ ま りEの 動 機 を含 んで い る もの

で,こ れ が36件 中8件(22.8%)あ った 。 もち ろん こ こに は,D,F,G,

1の 全 部 も し くは一 部 を含 ん で い る。そ して この比率だけで云 々す ることは

で きないが,こ の動 機 が 縁 組動 機 の なか で 重 要 な地位 を占めてい ることだけ

は間違いない。

第2グ ル ー プは 家 業 的 色 彩 を もた ない 財産 のみ の継承 を 目的 とす るもの
L
で,相 続 的動 機 とい って も よい。Eを 含 まず 少 な くと もFを 含 んで い る もの

で あ る。 これ は 非常に少な く2件 で あ った。 おそ ら く財 産 は多 くの場合家業

や つ ぎの家名 とともに継承 され ることを意味す るものであろ う。

第3は,も っぱ ら家 名 の維 持存 続 のみ を 目的 とした もの(EFを 含 まずG

を 含む もの)で,16件(44.4%)と 一 ば ん多 い。 家 名 の継承 は ふつ う家業や

財 産 とともに継承 され るので あろ うが,回 答 の 恣意性 を 考慮 に入 れ て も,も

っぱ ら 「家を 絶 や した くな い」動機が これほ ど多い ことは非常に注 目すべ き

こ とが らであ る。

第4の グル ー プは も っぱ ら老後 の扶 養 を 目的 とした もので ある。 これ も9

件 とか な り多 いが,通 常 の場 合 は前 記 の3つ の動 機 と重 な りあ って い る こと

だ ろ う。

さい この主 として労 働力の補充 を 目的 とした ものは1件 しか なか った 。 し

か しこれ も第4グ ル ー プ と同様,ふ つ うの場 合,家 業 の継承 とか 財 産 の継承

とい うよ うな養子にたいす る何 らか の代償を前提 としなけれ ぽ,縁 組 と して

成 り立 た ない と思 われ る。 ここで これ までの縁組 の動機 にかんす る考察 の結

果 を整理す る とつ ぎの よ うにな る。
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ふつ う成年者の養子縁組は,養 親に子がないか女の子 しかいない場合に行

なわれる。そのさい養親を支配する動機は,一 方で家の存続,他 方老後の扶

養 とい うことである。そ して前者は職業や財産 と結びついて家業継承や相続

とな り,後 者は労働力の補充と結びつき うる。このような目的のために身近

かにいる者,た とえぽ配偶者の子や娘の夫を養子 とする場合が多い。 もっと

ももっぱ ら養子のため とい う動機か ら縁組す ることもあ りうるだろ う。

さいごに養親の職業および教育程度 と縁組の動機 との関連についてである

が,回 収数が少ないため明確な相関関係は確かめえなかった。ただ農業や中

小商業(な お商業 と回答 してきたもののほとんどは これに属す る)の ように

家業的色彩 の濃い職業にはそれが動機に反映しているようである。すなわち

農業で一ぽん多いのは動機Eで あ り,つ いでD,F,Gの 順であった。商

業は これ とやや ニュアンスを異にしているが,動 機D,Gな どが多かった。

この問題は本調査の段階でもっと追求す るつ もりである。

(5)養 親 と養子の親族関係 配偶者の子を養子 とする場合についてはす

でにみた とお りであるが,一 般に養子縁組にたいす る養親の動機が上のよう

なものだ とすると,養 親はこのような大任をはたして くれそ うな人,つ まり

気心の分った人を養子 として迎えることになろ う。そ こでかれ らはとりあえ

ず 自己の親族のなかに適任者を求める。養親子間の縁組前 の親族関係をあ ら

わ したのが第16表 である。この表によると,親 族関係のあるもののなかで養

父あるいは養母の甥姪を養子としているのが21%と かな り多い。つぎに多い

のが配偶者の子の約15%で あるが,そ の他は ぐんと少な くなっている。これ

に反 し親族関係のない場合が47.5%と 全養子の半数近 くを占めているのが注

目される(他 の調査ではこれ より比率が低い。法務省第1調 査では39%,第

2調 査では34%,ま た山本調査で34.32%と なっている。 しか しこれ らの調

査は未成年養子をも含めているのでわれわれの調査 と直接比較す ることはで

きない)。 なお親族関係のないもののなかで8件 が婿養子であった。これを

要す るに,養 子を求めてゆ く順序は,配 偶者の子,甥 姪,そ の他の親族,親
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第16表 養親 と養子の親族関係

諮 縁塑墜
配 偶 者 の 子

61(IOO)

9(14.8)

一111-一

親

族

関

係

あ

り

お い 。 め い

き よ う だ い

い と こ

13(21.3)

2(3.2)

1(1.6)

孫 その他 の族親 3(5.O)

不 明 3(5.O)

親 族 関 係 な し

不 明

29(47.5)

1(1.6)

族関係のないもの(婚 姻適令期 の娘がいる場合には娘の配偶者たることとか

ねて)と い うことになるのだろ うか。もちろんわれわれの調査だけでは これ

を肯定す ることも否定することもできない。

(6)縁 組届出前の同居期間 これは養親 と養子の双方にとつて縁組届に

ふみ切 るためのテス トの期間 とい う意味をもつ。そ して養親の養子にたいす

る期待が 大きければ大きいほど,こ の期間は養親に とり重要な期間 となろ

う。第17表 はこのことを如実にあ らわ している。すなわち1年 以上同居 して

第17表 届出前 の同居期間

「

1ヵ 月未満5

1ヵ 月以上3ヵ 月未満

3ヵ 月以上6ヵ 月未 満

6ヵ 月以上1年 未満

1年 以上

同居期間な し

不 明

計

3一

2

3i

28

ユ6

4

61
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いだ ものが28件 あ り,こ れ は全 体 の約46%に 達 す る。 このな か に配 偶 者 の子

を 養 子 とす るものが当然含 まれてい るもの と考 え,こ れ(9件)を 差 し引 い

て もな お大 勢 に は 影 響 が ない。 しか し同時 に注 目しなけれ ばな らない のは,

全 然 同 居 して い なか った ものが16件 もあ る こ とで あ る。 そ の 内訳 は親 族関係

のあ るもの5件,親 族 関 係 の な い ものが11件 とな って い るが,前 者 は と もか

く,後 者 を どの よ うに解 す れ ば よい だろ うか。一応 の推測で あるが,今 日す

で に実 親 子 関 係 で も親 と成年 の子 との関係に おいては同居が本質的な もので

な くなってお り,そ の こ とが まさに養 親 子 関 係 に反 映 して上 の ような結果 を

もた らした のであろ うと思われ る。

(7)成 年 養子 制 度廃 止 の是 非 こ の問 題 についてわれわれは養親 につ ぎ

の よ うな質問を した。す なわ ち,「 成年 養 子 を廃 止 して,そ の代 りに相 続 契

約(あ な たが 死 亡 した 時 に 家 を 継 いで もら うとい う約束)や 扶 養契 約(あ な

た が 老令 に な った ときに 面倒 を見 て もら うとい う約束)と い う制 度を設 け る

べ し,と い う意 見 が あ ります が,ど う思 い ます か?1,賛 成2.反 対 そ

の理 由は イ,親 子 の関 係が なけ れ ば 不 安 だか ら ロ,約 束 だ け では 不 安 だ

か ら ハ,一 緒 に生 活 を して気 心 のわ か った者 に家を継いで もらいたいか ら

二,今 の 内 に養 子 の面倒 を み て お か なければ年 を とってか ら面倒 をみ て もら

えないか ら ホ,そ の他3.わ か らな い」 。 難 しい 問題 な ので どの程度理

解 し回答 してい るか疑問であ る。 ともか く数字 だけをあげ る と,「 賛 成 」15

件 に た い し 「反 対 」30件 と反 対者 が圧倒 的 に多 く,「 わ か らな い 」が7件,

無 回答 が9件 で あ った 。 「反 対」 の理 由 と しては,ハ が一一ば ん多 く,つ いで

二,イ,ロ の順 で あ った 。 この数 字 につ いては ここで分析 しない ことに し,

今後 の調 査 で質 問 様 式 を整 備 した上追究 してゆ くつ も りであ る。

3.養 子 か らの 回答 の整 理 と分 析

こ こで検 討す る養子か らの回答は,さ きに述 べ た よ うに60件 で あ る。 そ し

て,考 察 す る項 目やそ の態 度 も,養 親 の と ころで述 べ た こ と とほ とん どかわ

りは ない。ただ養子に特殊的 と思われ るもの として,養 子 の実 親 との続 柄,
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兄 弟姉妹の数,実 親 の職業,実 家の くらしの程度,養 親 の家業をつ ぐつも り

か どうか,養 親 の世話をす るつ もりかどうか,と い う項 目を新たにつけ加え

た。なお養親 と養子の双方か ら回答のあった縁組が48件,養 子のみが12件 で

あ った。

(1)養 子の年令 ・性別および縁組の形式 この項 目はさし当って回答者

の 範囲での年令別 ・性別構成を把握し,縁 組届全体か らみたそれ との比較を

・してお くことを 目的としている。第18表 に よると,年 令的には20才 か ら29才

第18表 養 子 の 年 令 と 性 別

性別
年令

養 男 女

養

男

通 常

795但

養 通

女

常

795但

計

20～

24才

0

18

0

5

o

25～

29才

0

ユ3

2

4

0

231、9
1

30～

34才

2

1

2

2

0

7

35～

39才

2

4

1

o

0

40～

44才

1

1

0

1

0

713

45～

49才 計

・i5

0

1

0

0

=L

37

6

12

0

60

註 ・養男女の場合は養男の年令

までの間に圧倒 的に集 中 し,こ れ が42件 で 全体 の79%に 達 す る こ と,縁 組形

式 で は養 男 単独 縁 組 が43件71.7%と これ また高 い 比 率 を示 して い る ことな ど

が注 目され る。そ して この ことは,細 か い比 率 は ともか く,一 般 的 傾 向 と し

ては さきに縁 組 届 に よる実態 でみた ところ とほぼ一 致 してい る(本 誌前92号

頁)。 しか し婿 養 子 の割 合 に つ い ては,少 な い回 答 の範 囲 内で は あ るが,ま

え に推 測 した こ と(前 掲 ・9Z頁)を 修 正す る必 要 が あ る。 す なわ ち 養子 の回

答分 をそ の動機や養親 の動機 と照合 した ところ,婿 養 子は20件 で あ った。 こ

れ は 全 体 の33.3%,全 単 独 養子 の36.7%で あ り,こ れ で もきわ め て注 目す べ

き割 合 であ るが,さ きに 推 測 した割 合 よ りもか な り下 廻 って いた。なお この
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割合は法務省調査での小都市 と郡部の割合のほぼ中間に くらい している(加

藤 ・ジュ リス トNo。232,82頁,本 誌前号90頁 参照)。

(2)養 子 の職業 これは養親の職業ほ ど養子縁組のために大きな役割を

はたしていないと思われる。養子の職業について調査結果を一応表にあ らわ

したのが第19表(夫 婦養子の場合は養男の職業)で あるが,こ の表での職業

第19表 養 子 の 職 業

愈漕
農 業

工 業

経営者

従業員

経営者

従業員

養 男 養 女

商 業

鉱 業

漁 業

13 o

0

1

6

経営者1

従業員

経営者

従業員

経営者

従業員

自 由 業　
公 務 員

そ の 他

無 職

不 明

十二一百

「
⊥

一

∩
◎

o

O

1

o

2

8

1

5

2

48

0

O

o

0

「

4

0

Q

0

0

1

2

1

3

1

12

十二=口

13

7

13

O

ユ

3

lO

2

8

3

60

が縁組届出時のものではな く,回 答時の職業であることに注意 しなければな

らない。重要なのは,縁 組届出時あるいは事実上の縁組を した時 の職業だか

らである。 この表におけ る第1の 特徴は,養 親の職業 と同様に農業経営者の
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多 い ことで あ る。 しか し農業 の多 い ことは ともか くとして,そ れ が す べ て 経

営 者 だ とい うこ とは家族的農業 の特殊性 を示す ものであ ろ う。13件 の うち11

件については養親か らの回答があ り,そ こでも養親はすべて農業経営者 と記

載 されていた。そ してかかる養親の養子をとる動機がさきにみたように家業

たる農業を継がせたいとい うところにあるのであるか ら,い わゆ るリタイア

でもないかぎ り,実 質上の経営主は養親であろ うと思われる。 また工業や商

業では養親の場合 と反対に,従 業員の多いことが,特 徴 として注 目され る。

なお養男の無職5人 はいずれ も大学在学中の学生であった。

(3)養 子の教育程度 この項 目は教育程度 と家意識の相関関係お よび養

子の実家の生活程度を考察 しようとす るものである。第20表 は養子を養男 と

養女に分けてその最終学校を示 したものであるが,回 答の絶対数が少ないた

あにこれか ら何 らかの一般的結論を推測することは不可能である。本調査で

検討 したい。

第20表 養 子 の 教 育 程 度

撫 卜義乏
小 学 校

中 学 校

高 等 学 校

大学(短 大 ・旧専)

不 明

十昌=
ロ

養 男

5

17

,ユ3

、ユ0

3

48

養 女

1

6

3

2

0

12

十モ面

6

23

一

16

12

3

06

(4)養 子の実親 との続柄および兄弟姉妹 の数 成年養子において続柄が

意味 している問題はさきに述べた とおりであるが,こ こでは兄弟姉妹の数と

関連 させなが ら検討してみ よう。第21表 は続柄を,第22表 は兄弟姉妹の数を

それぞれあ らわ している。なお夫婦養子の場合はここでも養男に含まれるα
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第21表 養 子 の 実 親 と の 続 柄

養

男

一
養

女

長男

4

長女

5

二男 三男

1213

二女 三女

四男

6

四女

121

五男

5

六男

2

五訓 六女

・1・

七男

0

七女

O

八男1男

2

八女

0

4

女

2

十二一一ロ

48

十一三
ロ

12

第22表 養 子 の 兄 弟 姉 妹 の 数

ぷ
養男

養女

計

1人

ユ

1

2

2人

3

0

3

3人

7

O

7

4人

2

2

4

5人

10

1

11

6人

6

1

7

7人

7

1

8

8人

5

1

6

9人

2

0

2

10人

1

o

1

明不

4

5

9

計

48

12

60

ところで重要なのはい うまでもな く養男の場合であるが,第21表 によると,

二男以下(非 嫡 出の男をのぞいて)が 養子になっている比率は非常に高 く,

全養男子の83.3%に 達する(縁 組届による比率は71.2%で あった。本誌前号

90頁 以下参照)。 また兄弟姉妹の数をみても,養 男の場合,5人 以上 とい うの

が31件 で全養男子にたいする比率は64.6%で ある。これだけか ら一般的結論

を引きだす ことが危険なのはもちろんであるが,一 応の推測をするとつ ぎの

ようになるだろ う。すなわち,養 子の供給者である実方に も家の維持存続 と

い う要請が養親の老後の扶養 とい うこととか らみあって存在 し,こ れが家を

継 ぐのは長男であるとい う意識をつ くり,他 方家で面倒をみてゆけないよう

な二三男以下を養子 として追い出しているのである,と(そ して このような

家 の観念は,現 実には,社 会保障制度が完備 してお らず,人 の生存の究極の

拠 り所をそれぞれの家に求めさせ ているわが国の社会的経済的構造にささえ

られているのだろ う)。 とすれば現実の縁組は,実 方の職業が家業的である

か どうか,お よび実方の生活程度によって大きく左右 されると考え られる。
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(5)実 方の職業 養子宛のアンケー トによって調査 した結果が第23表 で

ある。 なお 無職 とした ものの うち3件 は両親が ともに死亡 している場合で

第23表 実 方 の 職 業

農 業

工 業

商 業

漁 業

自由業

経 営 者

従 業 員

経 営 者

1従 業 員

経 営 者

従 業 員

経 営 者

従 業 員

経 営 者

従 業 員

公 務 員

無 職

不 明

十芒一ロ

15

「
0

ユ

3

0

5

2

0

3

1

7

11

12

60

ある。この表では無回答のものが相当あるので これか ら確実なことはいえな

いが,養 方の職業 と比較 して一応つぎのことが注 目され る。第1に,養 方 と

同様に実方の場合 も農業 とい うのが多いことである(た またま双方が同じ件

数になったが,こ れは もちろん何の意味 もない)。 法務省調査では,農 家か

ら出てい く者の方が 農家に 養子になる者 より多い とい う結果が 出ているが

(加藤 ・前 掲83頁 参照),こ の調査ではその点を確め ることはできなかったひ

なお,養 親か らの回答 と照合す ると,農 業 出身者の うち5人 は明らかに農家

の養子 となっている。つぎに,工 ・商 ・漁などの職業について,養 方の場合

は経営者の方が従業員に くらべて多かったのに,実 方では反対に従業員が多
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～・ことも注 目して よい。この事実は,一 般に養子は資産の少 く生活程度の低

～・方か ら資産があ り生活程度の高い方へと流れていることを示す ものであろ

うか。 ところで実方の生活程度 も前述のような意味で重要な調査事項である

が,ア ソケー トでの質問の仕方が悪かったため,ほ とんどが 「普通」とい う

個答で あった。 生活程度を規定す ると推測 され る資産(と くに 不動産 の有

無)な どの側面か ら再度本調査において究明したい。

(6)養 子の縁組動機 これまでの叙述で成年者の養子縁組を もた らして

い る基盤の構造がほぼ明かになった と思われるが,な おさいごに養子自身の

縁組の動機の考察をか くことはできない。それは,い や しくも成年者である

以上,実 質的には ともか くとして形式上はその主体的意思が尊重 される建て

前 になっているか らである。しか し従来の調査で も成年養子 自身の縁組動機

の調査は行われていないので,動 機項 目の作成に苦慮 した。第24表 に列記 し

第24表 養 子 と な つ た 動 機

毒 一_養_子
世話 にな ってい るので老後 の面倒 をA
. み るため

B.養 親の家を絶や さないため

養 男

10

16

C.養 親 の娘 と結婚 したた め 19

D.養 親の家業を継 ぐため 9

E.養 家 の土地 ざ働 きたいか ら 4

養 女

2

1

0

0

1

F.都 会 で生活 したいか ら

G・ 暑弟が多く家業を纈 必要がな晴

H.扶 養手 当を もら うため

L鍾 上の不利益をこうむつていたた

J.相 続上 の不利益をこ うむ るため

11 1

7

一

〇

0

1

K.そ の 他 7

0

1

1

0

6

計(%)

12(20.O)

17(28.3)

19(31.7)

9(15.0)

5(8.3)

2(3.3)

8(13.3)

1(1.7)

1(1.7)

1(1.7)

12(20.O)
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て ある項 目は,ま った く盲 目的に一応動機と推測 されることが らを選定 して

かかげたものである。以下 この動機を整理 しなが ら動機の実態を若干考察 し

てみ よう。なお養子にたい し適当なものをひ とつに限定せずに選択す るよう

指 示 したので,こ の表での動機の合計は実際の養子数よりもは るかに多 くな

ってお り,ま た百分比は養子数60に たいす るものである。

これ らの項 目のなかで,ま ず第1に 動機Cは 養親のところで述べた と同様

に,た んに事実の陳述にすぎず,さ らに何故配偶者の両親 との間に親子関係

を設定 したのかが問われねぽならない。C19件 の うち,Cの みを選んでいる

の が9件,そ の他は他の動機 とあわせて回答 してきている(BCお よびAB

℃ が8件,CD2件)。Cの みの9件 についてもおそ らく他の動機 と重な り

合っていることだろ う。なお婿養子が全体で20件 あった ことは前述のとお り

である。

第2に,動 機Gの 「兄弟が多 く家業を継 ぐ必要がないか ら」とい うのも,

これだけでは独立 して縁組理由とはいえない。これは,特 定の人との縁組 の

動機 とい うよりは,実 方に家業 の承継者たる長男がお り,二 三男以下にとっ

ては実方で不安定な生活を しているより養子に出た方が よい,と い ういわぽ

養子の供給老側 の状態を示 しているものと思われる。 しか しのちに述べ るよ

うに,成 年養子の場合には案外このような比較衡量的動機が強 く支配 してい

るのではなかろ うか。なおこの項 目を選択 したもののなかでは,実 方の職業

が 農業 とい うのが多かった。

第3に,動 機E,Fも また縁組 の直接の動機 とい うよりも,む しろ間接的に

これを補充す る動機 といってよい。回答数か らいって もさほど重要でない。

以上のような副次的動機にたい し,第4に,A,B,D,H,1,Jの6

つ の項 目は縁組の直接的動機を構成する。 とい うのは,こ れ らのものは,何

らかの程度において,縁 組によって創設 され る嫡出親子関係の効果を期待 し

ているか らである。 もっともこのなかで,前 三者 と後三者 とではやや ニュア

ソスが異なる。つ まり後三者においては,た とえばHは 養親子関係設定によ
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り他法が これに付与 した特殊の利益を うけようとするものであ り,1,Jば

すでに存在する非嫡出親子関係を嫡出親子関係に格上げすることにより身分

上 ・相続上の不利益を免れようとす るものであって(こ の意味が回答者に理

解 されたか どうか疑問),い ずれ も嫡出親子関係の効果の一部を 目的 として

いる。養子縁組を通 じてこのような目的を達す ること自体は問題であるが,

件数か らみて縁組全体のなかで占め る地位はさして重要ではないだろ う。重

要なのは前三者である。そ してA,B,Dそ れぞれの回答数が比較的多いこ

とも注目され る。すなわちAの 「世話になっているので老後 の面倒をみたい

か ら」 とい うのは12件,こ れに 「その他」にあつた 「養親に子がな く気の毒

だか ら」2件 を加え,さ らに 「世話になつているので」の部分をとって質問t

していたな らば この数はもっと多 くなっていただろ う(養 子縁組の扶養的性

格)。 またB,Dも それぞれ17件,9件 とかな り多い(家 的性格 ・家業承継

的性格)。 これにその他の動機のみを指摘 して この三者 と重な りうる場合を

考え合わせ ると,通 常成年者の養子縁組において養子を支配 している動機は

この3つ の動機であるようにみえる。

しか しさきにみた ように,こ れ らの動機は養親の縁組動機でもあった。そ・

こで両者の動機が一致 していることは一貫 しているようで実は疑問が残 る。

他人か らみてなぜ養親 の家の維持や家業の存続がそんなに大事なのであろ ケ

か。われわれは多少の推測を混 じえてつぎのように考える。すなわち,養 親

にとっての関心事は家の存続 と老後の扶養であ り,こ れに反 し養子のそれは

現在の生活の安定 と将来における財産の承継である,と 。つ まり養子が縁組

動機と指摘 しているものは実は養親側の動機であって,こ の意味で上の調査

結果は必 らず しも養子 の真の動機をあ らわ していないのではなかろ うか(ア

ンケー トの項 目作成の不備 と相 まって)。 もっとも,純 粋に利他的犠牲的縁

組 もないとはいえないが,多 くの場合(と くに親族関係にない者の間の縁組

など)養 子縁組も広い意味での取引である以上,打 算の入 り込む余地がある

といえよう。
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なお 「K・ そ の他 」 の なか に は 「小 さい ときか ら育 て られて きた ので」 と

い うのが3件,は っ き りと 「生活 困難 だ つ た ので」 とのべてい る ものが1件

あ った。

む す び

以上きわめて大ざっぱではあるが,養 子縁組届の記載 と養親および養子 よ

りの少ないアソケー トの回答を通 して,成 年養子の実態にかんする大胆な推

論を行なってきた。さいごにこの結果を整理 して本調査 のための仮説(厳 格

な経験科学的意味では仮説 とは いえず,た んなる 目安 とい うもので あろ う

が)に かえることに しよう。

この予備調査か ら予測できることの第1は,制 度上は一一定の目的をもって

いないわが成年養子制度も,実 際上はその中心的機能がほぼ確定 しているこ

とである。すなわちわが成年養子制度それ 自体は,嫡 出親子関係か ら派生す

るあ らゆ る効果(親 族 ・相続法およびその他の立法が付与する法律上の効果

だけでな く,事 実上の効果をも含めて)の 全部または一部を うけるために利

用される可能性を もってお り,実 際にも氏の変更とか家族手当を受領するた

めにも利用されているのであるが,そ の中核 となる担い手は,家 お よび家業

の承継と老後の扶養であるといえよう。

第2に この中核をな している家および家業の承継とい う目的 も,究 極には

老後の扶養(法 律上の扶養 よりも広 く,い わゆる 「面倒をみ る」 とか 「世話

をす る」 とい う意味で)と 関連 していることである。成年養子制度が家の承

継や家業の承継のために利用されていることは従来か らいわれてきたが,養

親が家あるいは家業 の存続に重大な関心をもつのは,お そ らく,そ れ らがか

れの過去および現在の生活の拠 り所であったし,ま た将来 もそ うであってほ

しいとい う期待に基づ くものであろうし,と すれぽ このような成年養子の目

的は養親の老後の扶養とい うことに還元できるだろ う。このことは養子の実

方について もいえる。すなわち家あるいは家業が家族員のさいこの拠 り所で
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あるとす ると,そ の家で扶養 しきれない家族,こ とに二三男以下は新 らたな

拠 り所を求めなけれぽな らないか らである。こ うして成年養子の場合は,養

親 と養子の双方にとって広い意味での扶養的性格をもっていることになる。

第3に,こ のような性格をもっている成年養子は,現 実にはつぎのような

過程で成立する。養方の事情 としては,実 子がないか女子ぼか りであること

を前提 とし,職 業が家業的である場合にはとくに男子を養子 として求める。

養子は通常親族関係にある者のなかか らまず求め られ,そ こに適任者がいな

いときにその選択範囲を親族関係にない者へ拡げる。実方の事情 としては兄

弟姉妹が多 く養方 と比べて生活程度が低い。つ まり養子は生活程度の低い方

か ら高い方へ流れているといえよう。

(完)
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